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デジタル・ディバイド解消戦略 

 
２００８年６月 

総   務   省  

 

 

 我が国においては、ブロードバンドや携帯電話について世界で最も進んだサービス提供が実

現しており、これらのサービスは国民生活や社会経済活動に必要不可欠なものとなっている。

しかしながら、これらのサービスの利用については依然として地域間格差（デジタル・ディバ

イド）が存在している。 

このため、デジタル・ディバイドの早期解消を図り、各地域のポテンシャルが最大限発揮さ

れることが可能な環境を整備し、地域経済の活性化を図ることが極めて重要である。 

 総務省としては、本戦略に基づき、デジタル・ディバイド解消に向けた政策展開を図ること

とする。 

 

 

１．デジタル・ディバイド解消に向けた基本的考え方 

 

（１）整備目標 

① ブロードバンド基盤の整備目標 

ブロードバンドについては、引き続き、以下の２つの指標に沿って基盤整備を進める。 

(a)２０１０年度末までにブロードバンド・ゼロ地域を解消する。 

(b)超高速ブロードバンドの世帯カバー率を９０％以上とする。 

その際、以下の３点に留意する。 

➢ 基盤整備を推進する際、遠隔医療等の公共的アプリケーションの利活用を促進し、需

要を創出しながらこれに対応して整備を進める。 

➢ ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ケーブルテレビ等のブロードバンド基盤に加え、ワイヤレスブ

ロードバンドシステム、３．５世代携帯電話、衛星ブロードバンド等も含め、地域の

実情や特性に応じた基盤整備を図る。 

➢ 超高速ブロードバンドについては、現時点で想定されるブロードバンド需要を念頭に、

当面、下り帯域の超高速化に重点を置きつつ、上記の世帯カバー率９０％を実現する。

このため、技術革新等を踏まえた効率的な基盤整備の観点から、光アクセス回線や無

線網など、地域の実情や特性に応じた多様なアクセス回線の活用を図る。 
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② 携帯電話のエリア整備目標 

携帯電話のエリア整備については、エリア外人口約３０万人（０７年度末推計）の解

消に向け、以下の取組を進める。 

➢ 国庫補助事業等を活用しつつ、２０１０年度末までに約２０万人を解消する。 

➢ 既存施策の延長では解消困難な残り約１０万人の解消に資するよう、２００８年度中

に経済的な簡易型基地局・中継局等の新技術の開発を推進し、２００９年度中にパイ

ロット事業を実施し、実用化を図る。 

実用化の状況を踏まえ、２００９年度末を目途に、更なるエリア整備に向けた目標見

直しを行う。 

➢ また、携帯電話の利用可能な生活空間の拡大を図るため、高速道路や直轄国道の道路

トンネル、新幹線や在来線の鉄道トンネルを中心に、トンネル長や旅客数、交通量等

を踏まえて、計画的に整備を進める。 

 

（２）整備主体と役割分担 

① 民間主導原則の維持 

ブロードバンド基盤整備や携帯電話のエリア整備は、民間主導を原則とし、国は、全

国的観点から民間事業者や地方公共団体への支援、技術開発の促進等の役割を果たす。 

② 地方公共団体に対する支援策の拡充等 

今後整備が必要な地域は、相対的に採算性が低い地域が大部分を占めると考えられる

なかで、民間主導による整備を引き続き進めるため、通信事業者に対する投資インセン

ティブの付与、公設民営による整備や民設民営であって地方公共団体が民間事業者に支

援を行う場合における地方公共団体等への支援策について、一層の活用促進や拡充を図

る。 

 

（３）整備推進に関する基本的視点 

  デジタル・ディバイド解消に向けて、以下の５点を基本戦略として展開する。 

① 「合わせ技」プロジェクトの組成推進 

従来のインフラごとの個別整備を中心とした支援に加え、高速・超高速ブロードバン

ド、携帯電話、地上デジタル放送、防災情報基盤の整備等を含む地域の多様なニーズに

応えられるよう、光ファイバや携帯電話基地局の整備などを一体的に行う「合わせ技」

プロジェクトの組成を推進する。 
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② インフラ整備と公共的アプリケーション整備の一体的推進 

上記①の「合わせ技」のプロジェクト組成推進を図る際、公共的アプリケーションの

整備と連携する形での推進を図り、地域住民にとって効果の見えやすい形での基盤整備

を図る。 

③ 新技術の活用等による携帯電話のエリア整備の推進 

携帯電話の不感地帯の解消に向け、条件的にエリア整備が一層困難な地域への対応を

図る観点から、新技術の開発や他のＩＣＴ基盤との連携などの取組を総合的に推進する。 

④ 地域特性に応じた支援策の検討 

条件不利地域はその地域特性が多様であることから、各地域特性に応じた柔軟な支援

策を検討する。その際、専門的知見を各地域で活用し、採用するシステムの検討や所要

経費の積算、プロジェクトの進行管理等を円滑に進めるための推進体制の整備を図る。 

⑤ 関係機関の連携強化 

上記の基盤整備に当たっては、政府の「地方再生戦略」（０７年１１月策定、０８年１

月一部改定）に基づき、政府一体となった総合的な取組として推進することを基本とし、

以下のとおり、関係各機関の連携強化を図る。 

➢ 各総合通信局等を中心とした地域ごとの推進体制において、関係者間での情報共有・

連携強化を進める。 

➢ ブロードバンド基盤整備の推進、地上放送のデジタル化推進等に関してそれぞれ設け

られている推進体制間での情報共有・連携強化を図る。 

➢ 関係府省との連携強化を図り、関係府省による情報通信基盤の整備と連携しつつ基盤

整備を進める。例えば、農林水産省や国土交通省など他府省の所管する補助金等のス

キームと総務省が所管する支援スキームを連携させるなどの一体的整備を行うこと

も検討する。 

 

 

２．デジタル・ディバイド解消に向けた具体的施策 

 

（１）ブロードバンド基盤の整備 

① 「合わせ技」プロジェクトの推進 

個別の地域の実情に応じて、単独プロジェクトはもとより、以下のような「合わせ技」

プロジェクトの推進による効率的な基盤整備を図る。 
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ａ）地域の課題に対応した一体的基盤整備の推進 

ブロードバンド基盤の整備、携帯電話エリアの整備、地上デジタル放送難視聴解消

及び防災情報基盤の整備等について、地域における課題に対応した基盤を一体的に整

備することを推進し、当該整備に係る支援の充実を図る。 

ｂ）有線・無線を組み合わせた基盤整備の推進 

ＷｉＭＡＸ、高出力無線ＬＡＮ、光無線等の超高速通信が可能な無線技術が登場し

てきていることを踏まえ、各地域において、こうしたワイヤレスブロードバンド導入

を促進するとともに、効率的なネットワーク整備を推進していく観点から、光ファイ

バ網と新しい無線技術を組み合わせたブロードバンド基盤整備を推進し、当該整備に

係る支援の充実を図る。 

ｃ）ランニングコスト（運営経費）への支援 

経済効率性の観点から相当のランニングコストを要する場合については、イニシャ

ルコスト（初期費用）に対する支援策に加え、ランニングコストについても支援可能

な仕組みを検討する。 

② 衛星ブロードバンドの利用環境の整備 

小離島や中山間地など基礎的条件の厳しい集落等、著しく条件が不利な地域において、

以下のとおり、衛星回線を活用したブロードバンドの整備を推進する。なお、衛星ブロー

ドバンド・サービスは、現在、主として法人を対象として提供されているが、今後、個

人を対象としたサービス提供の実現・普及に向けた利用環境の整備を図る。 

ａ）受信形態に応じた利用環境整備の推進 

「拠点一括受信型」（地域の拠点に送受信アンテナ等を設置し、拠点から各世帯まで

はＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ＷｉＭＡＸ等の手法によりサービスを提供）について、世帯当

たりで換算した衛星回線使用料に対する支援等を図る。 

また、「利用者直接受信型」（各世帯に個別に送受信アンテナ等を設置してサービス

を提供）について、衛星回線使用料、送受信アンテナ等、関連機器の購入及び設置費

用に対する支援等を図る。 

ｂ）整備モデルの構築 

地方自治体、通信事業者、国などの関係者が協働し、実現可能な整備モデルの構築

と実証に取り組む。 

ｃ）ＷＩＮＤＳを活用した利用実験の推進 

０８年２月に打ち上げた研究開発衛星・超高速インターネット衛星「きずな」(ＷＩ

ＮＤＳ)を活用した利用実験を推進し、１．２Ｇｂｐｓの通信速度を可能とする技術を
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確立する。 

 

（２）超高速ブロードバンド基盤の整備 

 

超高速ブロードバンド基盤の整備を促進するため、以下の支援策について拡充を図る。 

① 通信事業者による加入者系光ファイバ網整備の推進 

特に条件不利地域における超高速ブロードバンド基盤の整備を推進するため、通信事

業者による整備を支援する地方公共団体の取組を支援することも含め、通信事業者によ

る加入者系光ファイバ網整備への支援を一層拡充する。 

② 地方公共団体による光ファイバ網整備の推進等 

ａ）光ファイバ網整備の推進 

上記①と同様に、今後特に条件不利地域における整備を推進するため、地方公共団

体による光ファイバ網の整備について支援策の一層の拡充を図る。 

ｂ）光ファイバ網の有効活用 

地方公共団体が構築している光ファイバ網の有効活用を図り、公設民営などの仕組

みの積極的な活用を図る。具体的には、主として以下の５点について施策展開を図る。 

➢ 地方公共団体が自ら保有する光ファイバ網について余剰芯を有する場合、ブロード

バンド・サービス提供用としての活用を行うことを促進する。 

➢ 地域公共ネットワークを整備する場合、将来的にブロードバンド・サービスが行わ

れることが確実な場合を含め、ブロードバンド・サービス提供用の光ファイバ網を

併せて整備することを検討する等、光ファイバ網を有効活用した積極的な取組を促

進する。 

➢ 地方公共団体等の光ファイバ網を利用して事業者が事業展開を行うことを促進す

る観点から、「地方公共団体が整備・保有する光ファイバ網の電気通信事業者への

開放に関する標準手続（第２版）」（０４年６月）の周知徹底を図る。 

➢ 地方公共団体が整備・保有する光ファイバ網の状況を毎年調査し、当該光ファイバ

網の開放状況を検証するとともに、開放可能な芯線に係る情報提供を行う等、地方

公共団体が整備保有する光ファイバ網の一層の開放を図る。 

➢ 公設民営方式の積極的な活用を推進する観点から、地方公共団体が整備した施設の

整備費用及び維持管理費用の負担の在り方についても検討する。 
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③ ＣＡＴＶ網の超高速ブロードバンド化の推進 

ＣＡＴＶ網の超高速ブロードバンド化を推進するため、以下の取組を進める。 

➢ 財政・金融・税制上の所要の支援を行うとともに、地方公共団体が自ら設置する光ファ

イバ網の民間開放を活用しての効率的な基盤整備を推進する。 

➢ ケーブルテレビ事業者が自らの選択に基づき円滑に超高速ブロードバンドネット

ワークを構築できる環境整備を推進する。  

➢ ＤＯＣＳＩＳ３．０などの新技術の活用について検討を行うとともに、ＦＴＴＨ及び

無線システムの活用を組み合わせた効率的なネットワークの構築手法について検討

する。 

➢ ケーブルテレビの高度化・高速化の観点を考慮したロードマップの作成・支援等の取

組を進める。 

 

（３）携帯電話の不感地帯の解消 

① 携帯電話のエリア整備の推進 

ａ）補助事業の拡充 

携帯電話のエリア整備を推進するため、以下の措置を講じたところであり、今後も

国の支援拡充を図る。 

➢ 採算的に一層厳しい地域のエリア整備が増加してくると考えられることを踏まえ、

当該地域におけるエリア整備に資するよう、０８年度から、１００世帯未満地域に

おける基地局整備に係る国庫補助率を１/２から２/３に引き上げる。 

➢ 現在エリア外の地域は小規模世帯地域が多数を占め、大規模世帯地域ほどは整備費

用を要しないと考えられる場合も多いことから、０８年度から、現在の基地局整備

費用に係る採択基準（３，０００万円以上）を廃止する。 

ｂ）新技術の開発等 

携帯電話のエリア整備を容易化する観点から以下の取組を進める。 

➢ 山間部に世帯が点在し、また、地形的に光ファイバー等の伝送路の確保が困難とな

るなど、既存の補助事業を活用したエリア整備のみでは整備困難な地域への対応に

資するよう、経済的な簡易型基地局・中継局等の研究開発等を推進する。 

➢ ブロードバンド基盤の整備等、他のＩＣＴ基盤・技術等との連携強化を図る。 

➢ 中期的な取組として、２０１５年頃の実用化を目指し、現在の携帯電話と同程度の

大きさの端末により、直接衛星と通信可能な地上/衛星共用携帯電話システムの研
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究開発を０８年度から実施する。 

② フェムトセル基地局の導入促進に向けた環境整備 

「フェムトセル基地局の活用に向けた電波法及び電気通信事業法関係法令に関する取

扱方針」（０８年４月）に基づく所要の規定整備等を行い、フェムトセル基地局に係る電

気通信事業法等の運用方針について、０８年秋を目途に運用ガイドラインを策定し、そ

の円滑な導入を促進する。 

③ ふるさとケータイ事業の推進 

地域産業の振興や地域社会の再生に資する観点から、地域の医療・介護・安心安全等

様々な地域のニーズにきめ細かく対応することができる「ふるさとケータイ事業」（地域

を対象とするＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator））の登場を促す観点から、以下
の施策展開を図る。 

➢ 機能を絞った端末（主としてデータ端末）で介護、健康づくり、高齢者・児童等の見

守り、行政情報等の提供を行うふるさとケータイ事業の展開を促すため、公共アプリ

ケーションの開発等についての支援策を検討する。 

➢ ０８年度に調査研究を実施することにより具体的な事業展開に際しての課題やその

解決策を検討する。 

➢ 上記の取組等を通じて当該事業の立上げに向けたマニュアルを関係者間で作成する

等、ベストプラクティスの情報共有化を図る。 

➢ 地方においては、無線技術等の専門家が不足していること等にかんがみ、当該事業に

関心を有する地方公共団体、通信事業者、メーカー等で構成する協議会等を設立し、

情報共有と課題解決に向けた検討を進めることを促進する。 

➢ その他、「モバイルビジネス活性化プラン」（０７年９月）に基づくＭＶＮＯの新規参

入の促進に向けた所要の環境整備を図る。 

 

（４）基盤整備と利活用の一体的推進 

① 「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」等の有効活用 

公共的アプリケーションと基盤整備の一体的推進を図り、需要規模の小さい条件不利

地域の地域住民にとって効果の見えやすい形での基盤整備を推進する観点から、「地域Ｉ

ＣＴ利活用モデル構築事業」（０７年度創設）及び「地域情報プラットフォーム推進事業」

（０８年度創設）の有効活用を図る。その際、地域で実施するＩＣＴ人材研修への支援

など、関連施策を合わせて実施する。 
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② 「合わせ技」のメニュー化推進 

効果的な基盤整備を推進する観点から、基盤整備への支援と利活用への支援との「合

わせ技」をメニュー化し、推進する。 

③ 成功事例の構築及びその普及推進 

基盤整備と利活用の一体的推進に関する先進モデルを登録したデータベースの構築や

マニュアル・事例集の整備、セミナー・シンポジウムの開催等を通じ、成功事例の構築

及びその普及を推進する。 

④ 公共分野を中心としたモデルの構築 

条件不利地域においては少子高齢化や地域の活性化が課題となっている場合が多いこ

とを踏まえ、高齢者が安心して暮らせる地域医療の充実や一次産業の活性化等、「地方再

生戦略」において特に重要とされた公共分野を中心としてモデルを構築し、集落におけ

る住民生活の維持向上等を図る。 

⑤ テレワークの推進 

地域の雇用創造促進という観点からブロードバンド基盤を活用したテレワークを推進

する。 

 

（５）その他の施策 

① 地域情報化アドバイザーの活用等 

条件不利地域においては、ＩＣＴ分野の専門的知見を有する人材が限られていること

にかんがみ、以下の施策を展開する。 

➢ 基盤整備に係る「地域情報通信基盤整備推進交付金」及び「地域イントラネット基盤

施設整備事業」、並びに利活用促進に係る「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」及び

「地域情報プラットフォーム推進事業」の実施に併せて、地域の要請に基づき、総務

省から派遣する「地域情報化アドバイザー」の積極的活用を図る。 

➢ 登録アドバイザーを順次増員し、アドバイス可能な専門分野を拡充していくほか、登

録アドバイザーが一同に会する「地域情報化アドバイザー会議」の開催等により、ベ

ストプラクティスを伝播・共有し、派遣制度の機能充実を図る。 

② 地域サポーター制度の検討 

各総合通信局等において、管内の整備重点地域を指定し、積極的に助言するなどの体

制づくりを行う観点から、「地域情報化アドバイザー」制度との連携を確立する等により、

地域レベルの推進体制を強化する。具体的には、地域のプロジェクトを推進する際、上



 

－２８３－ 
 

記の「地域情報化アドバイザー」とともに、総合通信局、地域の推進体制が連携して当

該プロジェクトをサポートできる仕組み（地域サポーター制度）を検討する。 

 

 

３ デジタル・ディバイド解消に向けたフォローアップ体制等 

 

(１) デジタル・ディバイド解消戦略推進本部（仮称）の開催 

本解消戦略のフォローアップを行うことを目的として、新たに「デジタル・ディバイド

解消戦略推進本部（仮称）」を定期的（年１～２回）に開催し、本解消戦略の関連施策の

進捗状況等についてフォローアップを行う。 

 

(２) 国による総合的支援の実施 

国による総合的支援を実施するため、以下の施策を展開する。 

➢ 各総合通信局等において、ブロードバンド整備と携帯電話エリア整備等の「合わせ技」

プロジェクトを担当する部署が複数に及ぶことから、照会窓口の一本化を図るなど相

談窓口の明確化を図る。 

➢ ブロードバンド基盤整備、地上放送のデジタル化の推進等のそれぞれの推進体制間で

の情報共有・連携強化を図る。 

➢ 総合通信局等単位で、特に条件の不利な地域において「合わせ技」方式による基盤整

備についての事例（ベストプラクティス）公表や調査研究を一層積極的に展開し、具

体的なシステム導入のステップまでの計画づくりを支援する。 
  



 

－２８４－ 
 

（参考１） 

 

ブロードバンド・ゼロ地域解消に関する整備費用の試算等 

 

デジタル・ディバイド解消戦略会議第一次報告（08 年 3 月）及び「ブロードバンド全国整

備に向けた都道府県ロードマップ」（08年 3 月改定）を踏まえ、ブロードバンド・ゼロ地域解

消に要する整備費用について、一定の前提条件のもとで試算した結果、整備費用は約 910～2，

180 億円と見込まれる。 

約 2，800 のブロードバンド・ゼロ地域（対象世帯数約 86万世帯）について、整備詳細を計

画中または整備を検討中の地域（約 1，250 地域、約 51 万世帯）については、計画に基づき、

ブロードバンド基盤整備が確実に実現するよう所要の措置を図る。他方、具体的整備予定のな

い地域（約 1，550 地域、約 35 万世帯）については、需要を喚起しつつ、需要に応じた衛星に

よる利用を可能とする環境整備を図る。 

 

【ブロードバンド・ゼロ地域解消に関する整備計画】 

計画・整備状況 整備対象地域数 整備対象施設 整備対象世帯数 整備費用 

整備詳細を計画中 約４４０地域 

ＦＴＴＨ、CATV、

DSL 等 
約４０万世帯 約７３３～１，６２０億円 

衛星 約０．１万世帯 約２～３億円 

整備を検討中 約８１０地域 

無線 約３万世帯 約３０～６６億円 

２００８年度に 

整備完了が確実 
約８万世帯 約１２７億円 

小計 

（整備予定地域） 
約１，２５０地域 

 
約５１万世帯 約８９０～１，８２０億円 

具体的整備予定の

ない地域 
約１，５５０地域 

 
約３５万世帯 約１６～３５７億円 

合計 約２，８００地域  約８６万世帯 約９１０～２，１８０億円 

(注 1)「ブロードバンド全国整備に向けた都道府県ロードマップ」（０８年３月改定）を基に試算。  

(注 2) 整備費用は、あくまで試算値。①実際には必ずしも全世帯においてブロードバンドを利用する
ことまで想定されないこと、②今後、ＷｉＭＡＸや衛星等の新たなサービスの普及等により、こ
れらによる整備費用も低廉になっていくことが想定されること、③今後の技術革新等を踏まえ地
域の実情に応じた多様な整備手法が登場することが想定されること等から、全体としての整備費
用も低下していくことが考えられる。  

(注 3) 一定の条件の下で試算。また、整備費用すべてについて、公的支援を前提としているものでは
ない。なお、具体的整備予定のない地域については、地域ごとに地球局を整備することを想定し
て試算。 

 

 
  



 

－２８５－ 
 

（参考２） 

 

携帯電話のエリア整備に関する整備費用の試算等 

 

 

携帯電話のサービスエリア外地域（対象居住人口約 30 万人（07年度末推計））におけるエ

リア整備に要する費用を一定の前提条件のもとで試算した場合、当該費用は、基地局整備費

用で約 2，700 億円～3，300 億円、伝送路整備費用は、年間約 300 億円～450 億円と見込ま

れる。 

 

＜試算の前提条件＞ 

・ 居住地域におけるエリア外メッシュは約 9,000（１メッシュ＝１㎢） 

・ 20 万人解消の施設整備費単価は約 5,000 万円 

簡易型基地局・中継局等の整備費用は約 2,000 万円～3,000 万円と仮定。 

・ 伝送路費用は年間約 500 万円 

簡易型基地局等については年間約 250 万円～500 万円と仮定。 
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用 語 集 
 

索引 用 語 用語解説 

Ａ ＡＤＳＬ  Asymmetric Digital Subscriber Line の略。加入者宅の既存のメ

タルケーブル（電話線）にＡＤＳＬモデム等を接続することにより、

電話サービスと同時に高速インターネットアクセスを可能とする技

術。 

Ｃ ＣＭＳ  Contents Management System の略。Ｗｅｂコンテンツを構成する

テキストや画像、レイアウト情報などを一元的に保存・管理し、サ

イトを構築したり編集したりするソフトウェアのこと。広義には、

デジタルコンテンツの管理を行なうシステムの総称。 

 ＣＡＴＶ Community Antenna Television の略。テレビの有線放送サービス。

山間部や人口密度の低い地域など、地上波テレビ放送の電波が届き

にくい地域でもテレビの視聴を可能にする技術。 

Ｄ ＤＳＬ Digital Subscriber Line の略。電話線を使って高速なデジタル

データ通信をする技術の総称。ＡＤＳＬ、ＶＤＳＬが一般的。 

 ＤＳＬＡＭ  Digital Subscriber Line Access Multiplexer の略。複数のｘＤ

ＳＬ回線を束ね、ルータなどの通信機器と接続して高速・大容量な

基幹回線(バックボーン)への橋渡しを行なう集線装置。 

Ｅ e-Japan 戦略 e-Japan 戦略とは、内閣の「高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部（ＩＴ戦略本部）」が 2001 年１月にまとめた国の情報化の

基本戦略のこと。（全ての国民が情報通信技術を活用できる日本型Ｉ

Ｔ社会を実現するという構想を持ち、「市場原理に基づいて民間が最

大限に活力を発揮できる環境を整備し、５年以内に世界最先端のＩ

Ｔ国家となることを目指す」ことを目的に掲げている。） 

 ＥＣ Electronic Commerce の略。「電子商取引」を参照。 

Ｆ ＦＯＮ 

 

 

 個人が構築した小規模な無線 LAN を共有することによって一大無

線ネットワークを築き上げようとするプロジェクトのこと。スペイ

ンで起業した同名のベンチャー企業によって、2005 年 11 月からプ

ロジェクトが推進されている。 

 ＦＴＴＨ  Fiber To The Home の略。通信事業者の収容局から加入者宅まで

光ファイバで結び、超高速インターネットアクセスを可能とする技

術。集合住宅では光ファイバ＋ＶＤＳＬという組み合わせのことも

言う。 

 ＦＷＡ  Fixed Wireless Access の略。加入者宅までを無線により結び、

使用周波数帯によって超高速又は高速インターネットアクセスを可

能とする技術。 

Ｈ ＨＦＣ  Hybrid Fiber Coax の略。ＣＡＴＶ網のネットワーク構成方法の

一つで、光ファイバと同軸のケーブルを組み合わせたもの。 

Ｉ ＩＰ Internet Protocol の略。インターネットによるデータ通信を行

うための通信規約。 

 ＩＰ電話  通信ネットワークの一部又は全部においてＩＰ（インターネット

プロトコル）技術を利用して提供する音声電話サービス。 

 ＩＰマルチキャスト  インターネット等のＴＣＰ／ＩＰネットワーク上において、複数

の相手に一斉に同じデータの送信を行うためのＩＰの追加仕様のこ

と。 

 ＩＰＴＶ  Internet Protocol Television の略。ＩＰを利用してデジタルテ

レビ放送を配信するサービスのこと、またはその放送技術の総称。 

 ＩＲＵ  Indefeasible Right of User の略。関係者の合意がない限り、破

http://e-words.jp/w/E382B3E383B3E38386E383B3E38384.html�
http://e-words.jp/w/E4BF9DE5AD98.html�
http://e-words.jp/w/E382BDE38395E38388E382A6E382A7E382A2.html�
http://e-words.jp/w/E38387E382B8E382BFE383ABE382B3E383B3E38386E383B3E38384.html�
http://www.sophia-it.com/content/%E7%92%B0%E5%A2%83�
http://www.sophia-it.com/content/electronic+commerce�
http://www.sophia-it.com/content/%E7%84%A1%E7%B7%9ALAN�
http://www.weblio.jp/content/%E5%88%A9%E7%94%A8�
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%E3%83%AB%E3%83%86%E3%83%AC%E3%83%93�
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%E3%83%AB%E3%83%86%E3%83%AC%E3%83%93�
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%E3%83%AB%E3%83%86%E3%83%AC%E3%83%93�
http://www.weblio.jp/content/%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83%93%E3%82%B9�
http://www.weblio.jp/content/%E6%94%BE%E9%80%81�
http://www.weblio.jp/content/%E6%94%BE%E9%80%81�
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棄または終了させることができない長期安定的な設備等の使用権・

契約。 

 ＩＳＤＮ  Integrated Services Digital Network の略。電話やＦＡＸ、デ

ータ通信を統合して扱うデジタル通信網。日本では NTT が「ＩＮＳ

ネット」の名称でサービスを提供している。 

Ｌ ＬＡＮ  Local Area Network の略。より対線や同軸ケーブル、光ファイバ

などを使って、同じ建物の中にあるコンピュータやプリンタなどを

接続し、データをやり取りするネットワーク。 

Ｎ ＮＧＮ  Next Generation Network の略。ＩＰをベースとしたネットワー

ク基盤で、ＱｏＳやセキュリティを向上させ、電話網を代替できる

ネットワークとして検討が進められている。ＮＧＮでは、従来の電

話網がもつ品質を保つとともに、高度なセキュリティも確保できる

ため、ＩＰ電話やテレビ会議、ストリーミングなどさまざまなマル

チメディアサービスの提供を柔軟に行えるようになる。 

Ｏ ＯＮＵ  Optical Network Unit の略。光ファイバ加入者通信網において、

パソコンなどの端末機器をネットワークに接続するための装置。 

Ｐ ＰＣ  Personal Computer の略。パソコン。 

 ＰＬＣ  Power Line Communication の略。電力線を通信回線として利用す

る技術。電気のコンセントに通信用のアダプタ(ＰＬＣモデム)を設

置してパソコンなどをつなぐことにより、数 Mbps～数百 Mbps のデ

ータ通信が可能となる。 

 ＰＯＮ  Passive Optical Network の略。加入者系光ファイバ網の途中に

分岐装置を挿入して、１芯の光ファイバを複数の加入者で共有する

技術。 

Ｒ ＲＴ／ＲＴ－ＢＯＸ局  Remote Terminal の略。収容局（通常はＮＴＴの電話局）の内、

回線数が少ないエリアにおいて、遠隔多重加入者線装置を収容する

電話局。 

Ｓ ＳＬＴ  Subscriber Line Terminal の略。ＦＴＴＨの収容局側の光電変換

装置で、ルータなどの通信機器と接続する。電気通信事業者の加入

者線収容局に設置される。 

 ＳＯＨＯ  Small Office Home Office の略。会社と自宅や郊外の小さな事務

所をコンピュータネットワークで結んで仕事場にしたもの。あるい

は、コンピュータネットワークを活用して自宅や小さな事務所で事

業を起こすこと。 

 ＳＳ  Single Star の略。加入者系光ファイバ網で１芯の光ファイバを

１加入者で占有する技術。 

 ＳＴＢ  Set Top Box の略。テレビに接続して様々なサービスを受けられ

るようにする機器の総称。ＣＡＴＶサービスで使われるものが一般

的。 

 ＳＮＳ  Social Network Service の略。人と人とのつながりを促進・サポ

ートするコミュニティ型のＷｅｂサイト。最近は新たな人間関係を

構築する場を提供する会員制のサービスが増えている。 

Ｕ u-Japan 政策  「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークに簡単に

つながるユビキタスネット社会を実現するための政策。平成 16 年

12 月に総務省が策定・公表。 

Ｖ ＶＯＤ Video on Demand の略。「ビデオ・オン・デマンド」を参照。 

Ｗ ＷＤＭ Wavelength Division Multiplexing の略。「波長分割多重方式」

のことで、複数の異なる波長の光信号を多重化し、１本の光ファイ

バで伝送する技術。すでに敷設された光ファイバ網では、通信容量

を飛躍的に増大できる。 

http://d.hatena.ne.jp/keyword/Next�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%d9%a1%bc%a5%b9�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%cd%a5%c3%a5%c8%a5%ef%a1%bc%a5%af�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%cd%a5%c3%a5%c8%a5%ef%a1%bc%a5%af�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%bb%a5%ad%a5%e5%a5%ea%a5%c6%a5%a3�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%c5%c5%cf%c3�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%cd%a5%c3%a5%c8%a5%ef%a1%bc%a5%af�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%c5%c5%cf%c3�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%c5%c5%cf%c3�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%bb%a5%ad%a5%e5%a5%ea%a5%c6%a5%a3�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/IP%c5%c5%cf%c3�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%c6%a5%ec%a5%d3%b2%f1%b5%c4�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%b9%a5%c8%a5%ea%a1%bc%a5%df%a5%f3%a5%b0�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%de%a5%eb%a5%c1%a5%e1%a5%c7%a5%a3%a5%a2�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%de%a5%eb%a5%c1%a5%e1%a5%c7%a5%a3%a5%a2�
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%a5%de%a5%eb%a5%c1%a5%e1%a5%c7%a5%a3%a5%a2�
http://e-words.jp/w/WebE382B5E382A4E38388.html�
http://www.sophia-it.com/content/Video+On+Demand�
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 Ｗｅｂ2.0  従来のインターネットによるサービスやユーザー体験を通じた新

しいＷｅｂのあり方に関する総称。コンテンツやサービスの新しい

提供の仕方。 

Ｙ You Tube ユーチューブを参照。 

あ アプリケーション コンピュータによるサービスを実現するためのソフトウェアやコ

ンテンツ。 

い インターネット  個々のコンピュータ通信ネットワークを相互に結び、世界的規模

で電子メールやデータ通信などのサービスを行えるようにしたネッ

トワーク。 

う ウェブ 2.0 Ｗｅｂ2.0 を参照。 

え 遠隔医療  映像を含む患者情報の伝送に基づいて遠隔地から診断、指示など

の医療行為及び医療に関連した行為を行うこと。 

か 加入者系回線  電気通信事業者の設備（電話局等）と加入者の間を結ぶ回線。 

き 基盤法 電気通信基盤充実臨時措置法の略称。ブロードバンド等の情報通

信インフラの整備を促進するため、本法律に基づき各般の措置を講

じている。 

く クアドルプル・プレイ  音声通話とネット接続、映像配信の「トリプルプレー」に加え、

携帯電話サービスも提供するサービス。 

こ 告知放送  緊急災害情報や行政情報等を住民に知らせる放送。 

 コンテンツ  インターネットやケーブルテレビなどの情報サービスで提供され

る文書・音声・映像・ゲームソフトなどの個々の情報。 

さ サーバー 

（Server） 

コンピュータネットワークにおいて、クライアントコンピュータ

に対し、自身の持っている機能やデータを提供するコンピュータの

こと。 

 再送信同意 有線を使った放送事業者が地上波放送を再送信する際に必要な、地

上波放送事業者の同意。 

せ セキュリティ  本書では、コンピュータを利用する上での安全性。コンピュータ

への不正アクセスやデータの改竄(かいざん)などの問題を扱う分

野。 

た ダイヤルアップ 電話回線やＩＳＤＮ回線などの公衆回線を通じてインターネット

や社内ＬＡＮに接続すること。 

ち 地上デジタル放送 地上の電波塔から送信する地上波テレビ放送をデジタル化したも

の。デジタル化によって、高画質化(ハイビジョン放送)や多チャン

ネル化、データ放送、移動受信(携帯電話など)向け放送などの新し

い放送サービスが可能になる。 

 地域イントラネット 地方公共団体等が行う地域の教育、福祉、医療、防災等の高度化

を図るため、役所を中心とした公共施設を結ぶ地域公共ネットワー

ク。 

 中継(系)回線  電気通信事業者の通信回線の内、電話局間や都市間等、局より上

位の回線。 

て デジタル・ディバイド パソコンやインターネットなどの情報技術(ＩＴ)を使いこなせる

者と使いこなせない者の間に生じる待遇や貧富、機会の格差。個人

間の格差の他に、国家間、地域間の格差を指す場合もある。 

 テレワーク 

（Teleworking） 

通信ネットワークを利用して、オフィス以外の場所で働く労働形

態のこと。実際の労働場所にもよるが、在宅勤務の一形態とも考え

られる。 

 電子取引・電子商取引

（ＥＣ） 

インターネットなどのネットワークを利用して、契約や決済など

を行なう取引形態。 

と トリプル・プレイ  通信回線で、インターネット接続、電話（ＩＰ電話など）、映像配

信の３つのサービスを一体として展開すること。 
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は バックボーン回線  通信事業者間を結ぶ大容量の基幹通信回線。インターネットサー

ビスプロバイダ内の接続拠点間を結ぶ回線や、プロバイダと他のプ

ロバイダやＩＸ (事業者間相互接続ポイント)を結ぶ回線。 

ひ 光無線 電波より遥かに短い波長の赤外線レーザを空間に飛ばし、距離の

制限はあるものの光ファイバ並の超高速通信を可能とする技術。 

 ビデオ・オン・デマン

ド 

 ユーザーの要求に応じて、映画やテレビ番組などの映像を即座に

見られるサービス。 

ふ ブログ（blog） ホームページの形式の一種で、日記風のホームページ。「ウェブロ

グ（Ｗｅｂｌｏｇ）」を略した言葉で、「Ｗｅｂ上に残される記録」

というような意味。 

 ブロードバンド 高速通信回線の普及によって実現される次世代のコンピュータネ

ットワークと、その上で提供される大容量のデータを活用した新た

なサービス。 

む 無線ＬＡＮ  無線通信でデータの送受信をするＬＡＮのこと。特に、Ｅｔｈｅ

ｒｎｅｔ規格の一部である「ＩＥＥＥ８０２．１１ｂ／ｇ」規格の

ことを指す場合が多い。 

も モデム  「変復調装置」の略。コンピュータから送られてくるデジタルデ

ータを音声信号に変換して電話回線に流したり、電話回線を通じて

聞こえてくる音声信号をデジタルデータに変換したりする。 

ゆ ユーチューブ 

（You Tube） 

米国・カリフォルニアのユーチューブ社が運営する動画ポータル

サイト。ユーザーが動画をアップロードし公開するサービスがある

が、著作権上の問題を引き起こすケースもある。 

 ユビキタスネットワーク 

（ubiquitous network） 

 「同時にあらゆるところに存在している」という意味のラテン語

を語源にした言葉で、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」がネ

ットワークに接続され、時間や空間を超えて通信できる世界や概念

のことを指す。 

り リーチＤＳＬ  Paradyne 社が開発したＡＤＳＬモデム。300kHz 以下の周波数帯域

を使用するため、従来のＡＤＳＬモデムと比べて距離による信号の

減衰やノイズの影響を受けにくい。 
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